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議案甲第１６号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、林

道災害復旧事業３年災林道山頭線１号災害復旧工事の請負契約の一部変更につ

いて、次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、市議会

の承認を求める。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 林道災害復旧事業３年災林道山頭線１号災害復旧工事の請負契約の一部変更

について専決処分したので、承認を求める必要がある。 
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専決第１号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、林

道災害復旧事業３年災林道山頭線１号災害復旧工事の請負契約の一部変更につ

いて、別紙のとおり専決処分する。 

 

 

   令和４年３月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦 
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別紙 

 

   林道災害復旧事業３年災林道山頭線１号災害復旧工事の請負契約    

   の一部変更について 

 

 林道災害復旧事業３年災林道山頭線１号災害復旧工事の請負契約（令和３年

６月１７日議決、議案甲第１８号。令和４年３月１８日議決、議案甲第９号に

て工期の変更）の一部を次のように変更する。 

 

 工期の項中「令和４年３月３１日」を「令和４年９月３０日」に改める。 

 

 

   令和４年３月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦 
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議案甲第１７号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、多

久市税条例の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分したので、同

条第３項の規定により報告し、市議会の承認を求める。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 地方税法等の一部改正に伴い、多久市税条例の一部を改正する条例を専決処

分したので、承認を求める必要がある。 
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専決第２号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、多

久市税条例の一部を改正する条例について、別紙のとおり専決処分する。 

 

 

   令和４年３月３１日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦 
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別紙    

 

   多久市税条例の一部を改正する条例 

 

 多久市税条例（昭和２９年多久市条例第４４号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 第１８条の４第１項中「交付」の次に「（法第３８２条の４に規定する当該

証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）」を加える。 

 第４８条第９項中「第３２１条の８第６０項」を「第３２１条の８第６２項」

に、「同条第６０項」を「同条第６２項」に改め、同条第１５項中「第３２１

条の８第６９項」を「第３２１条の８第７１項」に改める。 

 第７３条の２中「法第３８２条の２に規定する固定資産課税台帳」の次に「（同

条第１項ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）」を、「事項の証

明」の次に「（同条ただし書の規定による措置を講じたものの交付を含む。）」

を、「手数料は、」の次に「（法第３８２条の４に規定する当該証明書に住所

に代わるものとして施行規則で定める事項の記載をしたものの閲覧及び交付を

含む。）」を加える。 

 第９０条第１項 1 号中「当該身体障害者、当該身体障害者若しくは精神障害

者（以下「身体障害者等」という。）」を「当該身体障害者若しくは精神障害

者（以下「身体障害者等」という。）、当該身体障害者等」に改める。 

 第９０条第２項中「前日」を削り、「交付された身体障害者又は」を「交付

された身体障害者等又は」に改める。 

 附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第１６項」を「附則第１５条第１

５項」に改め、同条第４項中「附則第１５条第２７項第１号イ」を「附則第１

５条第２６項第１号イ」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２７項第１号

ロ」を「附則第１５条第２６項第１号ロ」に改め、同条第６項中「附則第１５

条第２７項第１号ハ」を「附則第１５条第２６項第１号ハ」に改め、同条第７

項中「附則第１５条第２７項第１号ニ」を「附則第１５条第２６項第１号ニ」
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に改め、同条第８項中「附則第１５条第２７項第２号イ」を「附則第１５条第

２６項第２号イ」に改め、同条第９項中「附則第１５条第２７項第２号ロ」を

「附則第１５条第２６項第２号ロ」に改め、同条第１０項中「附則第１５条第

２７項第２号ハ」を「附則第１５条第２６項第２号ハ」に改め、同条第１１項

中「附則第１５条第２７項第３号イ」を「附則第１５条第２６項第３号イ」に

改め、同条第１２項中「附則第１５条第２７項第３号ロ」を「附則第１５条第

２６項第３号ロ」に改め、同条第１３項中「附則第１５条第２７項第３号ハ」

を「附則第１５条第２６項第３号ハ」に改め、同条第１４項中「附則第１５条

第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め、同条第１５項中「附則第１５

条第３５項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同条中第１７項を第１８項

とし、第１６項を第１７項とし、同条第１５項の次に次の１項を加える。 

１６ 法附則第１５条第４４項に規定する条例で定める割合は、４分の３とす 

 る。 

 附則第１０条の３第９項中「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防止改修等住

宅」に、「熱損失防止改修専有部分」を「熱損失防止改修等専有部分」に、「熱

損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改め、同条１１項中「特定

熱損失防止改修住宅又は」を「特定熱損失防止改修等住宅又は」に、「特定熱

損失防止改修住宅専有部分」を「特定熱損失防止改修等住宅専有部分」に「熱

損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改める。 

 附則第１２条第１項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係る令和４年

度分の固定資産税にあっては、１００分の２．５）」を加える。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第１８条の４

第１項の改正規定、同条例第７３条の２の改正規定「法第３８２条の２に規

定する固定資産課税台帳」の次に「（同条第１項ただし書の規定による措置

を講じたものを含む。）」を、「事項の証明」の次に「（同条ただし書の規

定による措置を講じたものの交付を含む。）」を加える部分を除く。）並び
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に次条並びに附則第３条第３項及び第４項の規定は、民法等の一部を改正す

る法律（令和３年法律第２４号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日

から施行する。 

 （納税証明書に関する経過措置） 

第２条 前条ただし書に掲げる規定による改正後の多久市税条例（以下「新条

例」という。）第１８条の４第１項（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第３８２条の４に係る部分に限る。）の規定は、ただし書に掲げる規定の施

行の日以後にされる同法２０条の１０の規定による証明書の交付について適

用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部 

分は、令和４年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和３年度分

までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された地方税法 

等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の規定による改正前

の地方税法附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定

資産税については、なお従前の例による。 

３ 附則第１条のただし書に掲げる規定による新条例第７３条の２（地方税法

第３８２条の４に係る部分に限る。）の規定は、同ただし書に掲げる規定の

施行の日以後にされる同法第３８２条の２の規定による固定資産税台帳（同

条第１項ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）の閲覧について

適用する。 

４ 附則第１条ただし書に掲げる規定による新条例第７３条の２（地方税法第

３８２条の４に係る部分に限る。）の規定は、同ただし書に掲げる規定の施

行の日以後にされる同法第３８２条の３の規定による証明書（同条ただし書

の規定による措置を講じたものを含む。）の交付について適用する。 
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議案甲第１８号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、多

久市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分

したので、同条第３項の規定により報告し、市議会の承認を求める。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 地方税法施行令の一部改正に伴い、多久市国民健康保険税条例の一部を改正

する条例を専決処分したので、承認を求める必要がある。 
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専決第３号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、多

久市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、別紙のとおり専決処

分する。 

 

 

   令和４年３月３１日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦 
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別紙 

 

   多久市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 多久市国民健康保険税条例（昭和２９年多久市条例第２２号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 第２条第２項ただし書中「６３万円」を「６５万円」に改め、同条第３項た

だし書中「１９万円」を「２０万円」に改める。 

 第２１条中「６３万円」を「６５万円」に、「１９万円」を「２０万円」に

改める。  

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の多久市国民健康保険税条例の規定は、令和４年度

以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和３年度分までの国民健

康保険税については、なお従前の例による。 
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議案甲第１９号 

 

   多久市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、市の機関等に係る申請、届出その他の手続等に関し、電

子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法によ

り行うことができるようにするための共通する事項を定めることにより、市

民の利便性の向上を図るとともに、行政運営の簡素化及び効率化に資するこ

とを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 (１) 条例等 市の条例及び規則（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１３８条の４第２項に規定する規則その他の規程及び地方公営企業法

（昭和２７年法律第２９２号）第１０条に規定する企業管理規程を含む。

以下同じ。）並びに地方自治法第２５２条の１７の２第１項及び地方教

育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第５

５条第１項の規定により本市が処理することとされた事務について規定

する佐賀県の条例及び規則をいう。 

 (２) 市の機関等 地方自治法第２編第７章の規定に基づき設置される市の

執行機関、地方公営企業法第７条の規定により置かれる公営企業の管理

者、若しくはこれらに置かれる機関又はこれらの機関の職員であって法

令若しくは条例等の規定により独立に権限を行使することを認められた

ものをいう。 

 (３) 書面等 書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。 

 (４) 署名等 署名、記名、自署、連署、押印その他氏名又は名称を書面等
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に記載することをいう。 

 (５) 電磁的記録 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。 

 (６) 申請等 申請、届出その他の条例等の規定に基づき市の機関等に対し

て行われる通知をいう。 

 (７) 処分通知等 処分（行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為を

いう。）の通知その他の条例等の規定に基づき市の機関等が行う通知（不

特定の者に対して行うものを除く。）をいう。 

 (８) 縦覧等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録に

記録されている事項を縦覧又は閲覧に供することをいう。 

 (９) 作成等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録を

作成し、又は保存することをいう。 

 (１０) 手続等 申請等、処分通知等、縦覧等又は作成等をいう。 

（電子情報処理組織による申請等） 

第３条 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において書面等に

より行うことその他のその方法が規定されているもので別に定めるものにつ

いては、当該条例等の規定にかかわらず、規則で定めるところにより、電子

情報処理組織（市の機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以

下同じ。）とその手続等の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線

で接続した電子情報処理組織をいう。以下同じ。）を使用する方法により行

うことができる。 

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等については、

当該申請等を書面等により行うものとして規定した申請等に関する条例等に

規定する書面等により行われたものとみなして、当該申請等に関する条例等

の規定を適用する。 

３ 第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等は、同項

の市の機関等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされ

た時に当該市の機関等に到達したものとみなす。 
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４ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において署名等をする

ことが規定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法によ

り行う場合には、当該署名等については、当該条例等の規定にかかわらず、

電子情報処理組織を使用した個人番号カード（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第

２条第７項に規定する個人番号カードをいう。第８条において同じ。）の利

用その他の氏名又は名称を明らかにする措置であって規則で定めるものをも

って代えることができる。 

５ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において手数料の納付

の方法が規定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法に

より行う場合には、当該手数料の納付については、当該条例等の規定にかか

わらず、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって規則で定めるものをもってすることができる。 

６ 申請等を行う者について対面により本人確認を行うべき事情がある場合、

申請等に係る書面等のうちにその原本を確認する必要があるものがある場合

その他の当該申請等のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法によ

り行うことが困難又は著しく不適当と認められる部分がある場合として規則

で定める場合には、当該申請等のうち当該部分以外の部分につき、前各項の

規定を適用する。この場合において、第２項中「行われた申請等」とあるの

は、「行われた申請等（第６項の規定により前項の規定を適用する部分に限

る。以下この項から第５項までにおいて同じ。）」と読み替えるものとする。 

 （電子情報処理組織による処分通知等） 

第４条 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において

書面等により行うこととしているものについては、当該条例等の規定にかか

わらず、規則で定めるところにより、電子情報処理組織を使用して行うこと

ができる。ただし、当該処分通知等を受ける者が当該電子情報処理組織を使

用する方法により受ける旨の規則で定める方式による表示をする場合に限る。 

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等につい

ては、当該処分通知等を書面等により行うものとして規定した処分通知等に
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関する条例等に規定する書面等により行われたものとみなして、当該処分通

知等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 第１項の電子情報処理組織を使用して行われた処分通知等は、当該処分通

知等を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がさ

れた時に当該処分通知等を受ける者に到達したものとみなす。 

４ 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において署名

等を行うことが規定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する

方法により行う場合には、当該署名等については、当該条例等の規定にかか

わらず、氏名又は名称を明らかにする措置であって規則で定めるものをもっ

て代えることができる。 

５ 処分通知等を受ける者について対面により本人確認を行うべき事情がある

場合、処分通知等に係る書面等のうちにその原本を交付する必要があるもの

がある場合その他の当該処分通知等のうちに第１項の電子情報処理組織を使

用する方法により行うことが困難又は著しく不適当と認められる部分がある

場合として規則で定める場合には、当該処分通知等のうち当該部分以外の部

分につき、前各項の規定を適用する。この場合において、第２項中「行われ

た処分通知等」とあるのは、「行われた処分通知等（第５項の規定により前

項の規定を適用する部分に限る。以下この項から第４項までにおいて同じ。）」

と読み替えるものとする。 

 （電磁的記録による縦覧等） 

第５条 市の機関等は、縦覧等のうち当該縦覧等に関する他の条例等の規定に

おいて書面等により行うことが規定されているもの（申請等に基づくものを

除く。）については、当該条例等の規定にかかわらず、規則で定めるところ

により、書面等の縦覧等に代えて当該書面等に係る電磁的記録に記録されて

いる事項又は当該事項を記載した書類の縦覧等を行うことができる。 

２ 前項の電磁的記録に記録されている事項又は書類により行われた縦覧等に

ついては、当該縦覧等に関する他の条例等の規定により書面等により行われ

たものとみなして、当該条例等その他の当該縦覧等に関する条例等の規定を

適用する。 
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 （電磁的記録による作成等） 

第６条 市の機関等は、作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定に

おいて書面等により行うことが規定されているものについては、当該条例等

の規定にかかわらず、規則で定めるところにより、書面等の作成等に代えて

当該書面等に係る電磁的記録の作成等を行うことができる。 

２ 前項の電磁的記録により行われた作成等については、当該作成等に関する

他の条例等の規定により書面等により行われたものとみなして、当該条例等

その他の当該作成等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 第１項の場合において、市の機関等は、当該作成等に関する他の条例等の

規定により署名等を行うこととしているものについては、当該条例等の規定

にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置であって規則で定めるもの

をもって当該署名等に代えることができる。 

 （適用除外） 

第７条 次に掲げる手続等については、第３条から前条までの規定は、適用し

ない。 

 (１) 手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対面により

確認する必要があること、許可証その他の処分通知等に係る書面等を事

業所に備え付ける必要があることその他の事由により当該手続等を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法に

より行うことが適当でないものとして規則で定めるもの 

 (２) 手続等のうち当該手続等に関する他の条例等の規定において電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により

行うことが規定されているもの（第３条第１項、第４条第１項、第５条

第１項又は前条第１項の規定に基づき行うことが規定されているものを

除く。） 

 （添付書面等の省略） 

第８条 申請等を行う者に係る住民票の写しその他の規則で定める書面等であ

って当該申請等に関する他の条例等の規定において当該申請等に際し添付す

ることが規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、
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市の機関等が、当該申請等を行う者による電子情報処理組織を使用した個人

番号カードの利用その他の措置であって当該書面等の区分に応じ規則で定め

るもので、直接に、又は電子情報処理組織を使用して、当該書面等により確

認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照することができる場合には、添

付を要しないものとすることができる。 

 （情報通信技術を活用した行政手続の公表） 

第９条 市の機関等は、電子情報処理組織を使用する方法により行うことがで

きる申請等及び処分通知等その他この条例の規定による情報通信技術を活用

した行政手続について、インターネットの利用その他の方法により公表する

ものとする。 

 （委任） 

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 市の機関に係る申請、届出その他の手続について情報通信技術を利用する方

法で行うことができるよう共通事項を定めるため、本条例を制定する必要があ

る。 
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議案甲第２０号 

 

   多久市体育施設条例の一部を改正する条例    

 

 多久市体育施設条例（平成２８年多久市条例第２９号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第２条の表中「多久市船山キャンプ場 多久市西多久町大字板屋１０２３０

番地７」を削る。 

 第６条の表多久市船山キャンプ場の項を削る。 

 第７条第１項ただし書を削る。 

 別表中「９ 多久市船山キャンプ場使用料 

区分 １床につき 

市内者（１泊） １００円 

市外者（１泊） ２００円 

備考 使用料の額は、この表により算出した額に１００分の１１

０を乗じて得た額とする。 

 ただし１０円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨て

る。 

１０ キャンプ用具使用料 

区分 貸出日を含めて７日間 

テント 市内者 ５００円 

市外者 １，０００円 

炊飯用具（１点） ３０円 

備考 使用料の額は、この表により算出した額に１００分の１１

０を乗じて得た額とする。 

 ただし１０円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨て

る。 

     （注） 炊飯用具は、鍋・やかん・食器・飯ごうに限る。   」
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を削る。 

 

   附 則 

 この条例は、令和４年９月１日から施行する。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 多久市船山キャンプ場の供用を廃止するため、条例の一部を改正する必要が

ある。 
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議案甲第２１号 

 

   佐賀県市町総合事務組合規約の変更について    

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、令

和４年４月１日付けで、杵東地区衛生処理場組合の名称が杵島地区衛生処理組

合に変更されたことに伴い、佐賀県市町総合事務組合規約を別紙のとおり変更

することについて、同法第２９０条の規定により議会の議決を求める。 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 佐賀県市町総合事務組合規約を変更する必要があるので、この案を提出する。 
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（別紙） 

 

   佐賀県市町総合事務組合規約の一部を変更する規約    

 

 佐賀県市町総合事務組合規約（平成１９年佐賀県指令１８市町村第０１００

１４号）の一部を次のように変更する。 

 

 別表第１並びに別表第２第３条第１号に関する事務の項及び同表第３条第７

号に関する事務の項中「杵東地区衛生処理場組合」を「杵島地区衛生処理組合」

に改める。 

 

   附 則 

 この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規

定による知事の許可のあった日から施行する。 
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議案乙第２６号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令

和３度多久市一般会計補正予算（第１５号）について、次のとおり専決処分し

たので、同条第３項の規定により報告し、市議会の承認を求める。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 令和３年度多久市一般会計補正予算（第１５号）を専決処分したので、承認

を求める必要がある。 
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専決第４号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令

和３年度多久市一般会計補正予算（第１５号）について、別冊のとおり専決処

分する。 

 

 

   令和４年３月３１日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦 
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議案乙第２７号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令

和３年度多久市給与管理・物品調達特別会計補正予算（第３号）について、次

のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、市議会の承認を

求める。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 令和３年度多久市給与管理・物品調達特別会計補正予算（第３号）を専決処

分したので、承認を求める必要がある。 
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専決第５号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令

和３年度多久市給与管理・物品調達特別会計補正予算（第３号）について、別

冊のとおり専決処分する。 

 

 

   令和４年３月３１日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦 
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議案乙第２８号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令

和３年度多久市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）について、次のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、市議会の承認を求め

る。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 令和３年度多久市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）を専決処分し

たので、承認を求める必要がある。 
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専決第６号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令

和３年度多久市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）について、別冊の

とおり専決処分する。 

 

 

   令和４年３月３１日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦
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報告第１号 

 

   令和３年度多久市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について    

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第１項の規定に基

づき、令和３年度多久市一般会計予算の繰越明許費に係る歳出予算の経費を繰

り越したので、同条第２項の規定により、別紙のとおり報告する。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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地
域

振
興

対
策

事
業

6
5
,
8
0
0
,
0
0
0

6
5
,
8
0
0
,
0
0
0

6
5
,
8
0
0
,
0
0
0

0

担
い

手
確

保
・

経
営

強
化

支
援

事
業

5
,
6
3
1
,
0
0
0

5
,
1
1
9
,
0
0
0

5
,
1
1
9
,
0
0
0

0

営
農

再
開

・
草

勢
樹

勢
回

復
等

被
害

対
策

事
業

1
,
2
8
3
,
0
0
0

4
8
3
,
0
0
0

4
8
2
,
0
0
0

1
,
0
0
0

さ
が

園
芸

生
産

８
８

８
億

円
推

進
事

業
2
,
2
7
1
,
0
0
0

2
,
2
7
1
,
0
0
0

1
,
8
9
2
,
0
0
0

3
7
9
,
0
0
0

農
業

用
施

設
整

備
事

業
(
た

め
池

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
作

成
委

託
料

等
)

8
,
8
0
0
,
0
0
0

8
,
8
0
0
,
0
0
0

8
,
3
6
9
,
0
0
0

4
3
1
,
0
0
0

中
山

間
地

域
総

合
整

備
事

業
(

換
地

委
託

料
)

7
,
2
0
9
,
0
0
0

7
,
2
0
9
,
0
0
0

7
,
1
0
6
,
0
0
0

1
0
3
,
0
0
0

地
域

農
業

水
利

施
設

ス
ト

ッ
ク

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

事
業

1
1
,
6
9
5
,
0
0
0

1
1
,
4
6
6
,
0
0
0

7
,
7
2
3
,
0
0
0

3
,
7
4
3
,
0
0
0

農
林

地
崩

壊
防

止
事

業
5
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
5
0
0
,
0
0
0

2
,
5
0
0
,
0
0
0

鉱
害

施
設

維
持

管
理

事
業

1
6
,
2
2
7
,
0
0
0

9
,
8
7
7
,
0
0
0

9
,
8
7
7
,
0
0
0

0

別
紙

令
和

３
年

度
 
多

久
市

一
般

会
計

繰
越

明
許

費
繰

越
計

算
書

款
項

事
　

　
業

　
　

名

3
民

生
費

翌
年

度
繰

越
額

左
　

　
の

　
　

財
　

　
源

　
　

内
　

　
訳

一
般

財
源

総
務

費

農
林

業
費

6
1

農
業

費

未
 
収

 
入

 
特

 
定

 
財

 
源

金
　

 
 
 
額

総
務

管
理

費
1

2



 30 

森
林

経
営

管
理

事
業

1
2
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
,
6
9
2
,
0
0
0

1
0
,
6
9
2
,
0
0
0

0

林
道

維
持

事
業

2
,
9
5
7
,
0
0
0

2
,
9
5
7
,
0
0
0

2
,
9
5
7
,
0
0
0

道
路

維
持

修
繕

事
業

4
,
3
0
0
,
0
0
0

4
,
3
0
0
,
0
0
0

4
,
3
0
0
,
0
0
0

公
共

施
設

等
適

正
管

理
推

進
事

業
1
6
,
4
0
0
,
0
0
0

1
0
,
9
0
3
,
0
0
0

9
,
3
0
0
,
0
0
0

1
,
6
0
3
,
0
0
0

過
疎

債
事

業
（

道
路

改
良

事
業

）
7
,
5
0
0
,
0
0
0

7
,
5
0
0
,
0
0
0

7
,
5
0
0
,
0
0
0

0

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
（

道
路

改
良

事
業

）
3
6
,
7
6
7
,
0
0
0

2
8
,
6
1
8
,
0
0
0

1
5
,
6
4
5
,
0
0
0

1
2
,
3
0
0
,
0
0
0

6
7
3
,
0
0
0

道
路

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

事
業

5
8
,
3
9
2
,
0
0
0

2
5
,
0
5
5
,
0
0
0

1
2
,
1
5
8
,
0
0
0

8
,
5
0
0
,
0
0
0

4
,
3
9
7
,
0
0
0

交
通

安
全

施
設

整
備

事
業

1
,
5
5
5
,
0
0
0

1
,
1
6
7
,
0
0
0

1
,
1
6
7
,
0
0
0

市
河

川
補

修
事

業
3
,
1
4
2
,
0
0
0

3
,
1
4
2
,
0
0
0

3
,
1
4
2
,
0
0
0

緊
急

浚
渫

推
進

事
業

1
2
,
2
5
2
,
0
0
0

1
2
,
2
5
2
,
0
0
0

1
2
,
2
0
0
,
0
0
0

5
2
,
0
0
0

緊
急

自
然

災
害

防
止

対
策

事
業

6
,
0
0
0
,
0
0
0

6
,
0
0
0
,
0
0
0

6
,
0
0
0
,
0
0
0

0

排
水

路
維

持
事

業
2
,
8
0
0
,
0
0
0

2
,
8
0
0
,
0
0
0

2
,
8
0
0
,
0
0
0

急
傾

斜
地

崩
壊

防
止

事
業

4
,
0
0
0
,
0
0
0

4
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
7
5
0
,
0
0
0

8
0
0
,
0
0
0

1
,
4
5
0
,
0
0
0

社
会

資
本

総
合

交
付

金
事

業
（

宅
地

耐
震

化
推

進
事

業
）

7
,
1
0
0
,
0
0
0

7
,
1
0
0
,
0
0
0

3
,
5
0
0
,
0
0
0

3
,
6
0
0
,
0
0
0

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
（

都
市

公
園

整
備

事
業

）
1
5
4
,
9
3
9
,
0
0
0

4
3
,
3
8
3
,
0
0
0

1
9
,
2
4
8
,
0
0
0

1
9
,
2
4
8
,
0
0
0

4
,
8
8
7
,
0
0
0

学
校

保
健

特
別

対
策

事
業

6
,
3
0
0
,
0
0
0

6
,
3
0
0
,
0
0
0

6
,
1
5
0
,
0
0
0

1
5
0
,
0
0
0

0

東
部

校
西

側
進

入
路

拡
張

事
業

1
6
,
7
7
0
,
0
0
0

1
6
,
7
7
0
,
0
0
0

1
5
,
3
0
0
,
0
0
0

1
,
4
7
0
,
0
0
0

林
業

費
6

農
林

業
費

1
0
教

育
費

2 2
義

務
教

育
学

校
費

4
都

市
計

画
費

8
土

木
費

32
道

路
橋

り
ょ

う
費

河
川

費
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1
0
教

育
費

4
保

健
体

育
費

陸
上

競
技

場
照

明
改

修
事

業
8
,
3
0
0
,
0
0
0

7
,
8
5
1
,
0
0
0

7
,
8
5
1
,
0
0
0

0

過
年

発
生

農
地

災
害

復
旧

事
業

4
5
,
2
3
8
,
0
0
0

2
9
,
8
2
5
,
0
0
0

2
3
,
6
9
4
,
0
0
0

4
7
0
,
0
0
0

5
,
6
6
1
,
0
0
0

現
年

発
生

農
地

災
害

復
旧

事
業

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
5
9
8
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

4
,
2
0
2
,
0
0
0

過
年

発
生

農
業

用
施

設
災

害
復

旧
事

業
1
7
7
,
0
2
8
,
0
0
0

1
4
3
,
3
0
7
,
0
0
0

1
4
1
,
5
8
7
,
0
0
0

6
0
0
,
0
0
0

1
,
1
2
0
,
0
0
0

現
年

発
生

農
業

用
施

設
災

害
復

旧
事

業
2
2
,
0
0
0
,
0
0
0

1
5
,
3
5
4
,
0
0
0

1
5
,
0
7
7
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

1
7
7
,
0
0
0

現
年

発
生

林
道

災
害

復
旧

事
業

3
0
3
,
9
0
0
,
0
0
0

2
3
2
,
8
6
5
,
0
0
0

1
8
8
,
5
9
2
,
0
0
0

3
1
,
0
0
0
,
0
0
0

1
3
,
2
7
3
,
0
0
0

現
年

発
生

林
道

単
独

災
害

復
旧

事
業

2
7
,
0
0
0
,
0
0
0

2
4
,
1
3
9
,
0
0
0

8
,
2
0
0
,
0
0
0

1
5
,
9
3
9
,
0
0
0

現
年

発
生

公
共

土
木

施
設

災
害

復
旧

事
業

2
4
9
,
9
7
5
,
0
0
0

2
4
9
,
9
7
5
,
0
0
0

1
6
3
,
1
3
0
,
0
0
0

8
6
,
7
0
0
,
0
0
0

1
4
5
,
0
0
0

現
年

発
生

公
共

土
木

施
設

単
独

災
害

復
旧

事
業

3
6
,
4
0
0
,
0
0
0

3
6
,
4
0
0
,
0
0
0

2
1
,
8
0
0
,
0
0
0

1
4
,
6
0
0
,
0
0
0

1
,
5
2
1
,
8
9
9
,
0
0
0

1
,
1
4
2
,
9
0
3
,
0
0
0

1
0
,
6
9
2
,
0
0
0

3
0
1
,
6
8
0
,
0
0
0

4
0
9
,
4
8
9
,
0
0
0

3
0
6
,
0
1
8
,
0
0
0

1
7
,
8
7
8
,
0
0
0

9
7
,
1
4
6
,
0
0
0

3
公

共
土

木
施

設
災

害
復

旧
費

1
1
災

害
復

旧
費

2
農

林
業

施
設

災
害

復
旧

費

計
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報告第２号 

 

   令和３年度多久市一般会計事故繰越し繰越計算書の報告について    

 

 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２２０条第３項ただし書の規定に基

づき、令和３年度多久市一般会計予算の事故繰越しに係る歳出予算の経費を繰

り越したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５０条第３

項の規定により、別紙のとおり報告する。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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別
紙

（
単
位
：
円
）

国
県
支
出
金

地
 
方
 
債

そ
 
の
 
他

8
土
木
費

2
道
路
橋
り
ょ
う
費

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

事
業
（
道
路
事
業
）

13
5,
90
6,
16
7

10
8,
09
8,
16
7

27
,8
08
,0
00

27
,8
08
,0
00

16
,0
59
,0
00

10
,4
00
,0
00

1,
34
9,
00
0

橋
り

ょ
う

工
事

に
伴

う
仮

桟
橋

の
位

置
調

整
に

不
測

の
日

数
を

要
し

た
た

め

13
5,
90
6,
16
7

10
8,
09
8,
16
7

27
,8
08
,0
00

27
,8
08
,0
00

16
,0
59
,0
00

10
,4
00
,0
00

1,
34
9,
00
0

合
　
　
　
　
　
　
計

款
項

事
業

名
支
出
負
担

行
為
額

令
和
３
年
度
　
多
久
市
一
般
会
計
事
故
繰
越
し
繰
越
計
算
書

既
収
入

特
定
財
源

一
般

財
源

未
収

入
特

定
財

源

左
の

財
源

内
訳

説
明

支
 
出
 
済
 
額

支
出
未
済
額

支
出
負
担
行
為
予

定
額

翌
年
度

繰
越
額

左
の

内
訳
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報告第３号 

 

   令和３年度多久市土地区画整理事業特別会計繰越明許費繰越計算

書の報告について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第１項の規定に基

づき、令和３年度多久市土地区画整理事業特別会計予算の繰越明許費に係る歳

出予算の経費を繰り越したので、同条第２項の規定により、別紙のとおり報告

する。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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既
収

入

特
定

財
源

国
支

出
金

県
支

出
金

地
　

方
　

債
そ

　
の

　
他

円
円

円
円

円
円

円
円

2
事

業
費

1
多

久
駅

周
辺

土
地

区
画

整
理

事
業

費

土
地

区
画

整
理

事
業

（
単

独
事

業
）

6
6
,
5
7
3
,
0
0
0

6
3
,
4
2
3
,
0
0
0

6
3
,
4
2
3
,
0
0
0

6
6
,
5
7
3
,
0
0
0

6
3
,
4
2
3
,
0
0
0

6
3
,
4
2
3
,
0
0
0

別
紙

翌
年

度
繰

越
額

令
和

３
年

度
 
多

久
市

土
地

区
画

整
理

事
業

特
別

会
計

繰
越

明
許

費
繰

越
計

算
書

一
般

財
源

款
項

事
　

　
業

　
　

名
金

　
 
 
 
額

未
 
収

 
入

 
特

 
定

 
財

 
源

左
　

　
の

　
　

財
　

　
源

　
　

内
　

　
訳

計
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報告第４号 

 

   令和３年度多久市公共下水道事業特別会計繰越明許費繰越計算書

の報告について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第１項の規定に基

づき、令和３年度多久市公共下水道事業特別会計予算の繰越明許費に係る歳出

予算の経費を繰り越したので、同条第２項の規定により、別紙のとおり報告す

る。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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既
収

入

特
定

財
源

国
支

出
金

県
支

出
金

地
　

方
　

債
そ

　
の

　
他

円
円

円
円

円
円

円
円

1
下

水
道

費
2

下
水

道
建

設
費

地
方

創
生

汚
水

処
理

施
設

整
備

推
進

交
付

金
事

業
(

公
共

下
水

道
)

2
1
8
,
8
7
4
,
0
0
0

1
6
4
,
8
6
7
,
0
0
0

7
3
,
9
2
7
,
0
0
0

7
7
,
6
0
0
,
0
0
0

1
3
,
3
4
0
,
0
0
0

2
1
8
,
8
7
4
,
0
0
0

1
6
4
,
8
6
7
,
0
0
0

7
3
,
9
2
7
,
0
0
0

7
7
,
6
0
0
,
0
0
0

1
3
,
3
4
0
,
0
0
0

別
紙

翌
年

度
繰

越
額

令
和

３
年

度
 
多

久
市

公
共

下
水

道
事

業
特

別
会

計
繰

越
明

許
費

繰
越

計
算

書

一
般

財
源

款
項

事
　

　
業

　
　

名
金

　
 
 
 
額

未
 
収

 
入

 
特

 
定

 
財

 
源

左
　

　
の

　
　

財
　

　
源

　
　

内
　

　
訳

計
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報告第５号 

 

   令和３年度多久市土地開発公社事業報告及び決算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和３年度多久市土地開発公社事業報告及び決算について別冊のとおり報

告する。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第６号 

 

   令和４年度多久市土地開発公社事業計画及び予算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和４年度多久市土地開発公社事業計画及び予算について別冊のとおり報

告する。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第７号 

 

   令和３年度公益財団法人「孔子の里」事業報告及び決算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和３年度公益財団法人「孔子の里」事業報告及び決算について別冊のと

おり報告する。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第８号 

 

   令和４年度公益財団法人「孔子の里」事業計画及び予算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和４年度公益財団法人「孔子の里」事業計画及び予算について別冊のと

おり報告する。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     



 42 

報告第９号 

 

   令和３年度一般財団法人「多久市学校給食振興会」事業報告及び

決算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和３年度一般財団法人「多久市学校給食振興会」事業報告及び決算につ

いて別冊のとおり報告する。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第１０号 

 

   令和４年度一般財団法人「多久市学校給食振興会」事業計画及び

予算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和４年度一般財団法人「多久市学校給食振興会」事業計画及び予算につ

いて別冊のとおり報告する。 

 

 

   令和４年６月６日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

 


